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先進民主主義諸国における
「政党一有権者」関係の変容





しか し,20世 紀後半において先進諸国は大きな社会構造の変化を経験 し,政 党
と有権者 との関係も変容する傾向がほぼ共通に認められる。それは,政 治的態度の









さらに最後に,脱 政党現象の帰結として,近 年,ポ ガントキやウェブによって提
示 された 「政治の大統領制化」概念についても触れる。









は じ め に
現代の議会制デモクラシーにおける政党の必要性 ・:重要性については多 く
の政治学者が論及 しており,な かでもシャットシュナイダーが 『政党政治論』
の冒頭部分 に記 した,現 代デモクラシーでは政党不在でデモクラシーを維持
することは考え られない(unthinkable)と いう旨の文章は数多 く引用 され
てきた(Schattschneider.1942:1)。 いうまで もな く,政 党は議会政治の発
達 とともに発達 してきた。議会主義の`先 進国'で あるヨーロッパ諸国に関
して述べると,19世 紀後半か らの選挙権の拡大プロセスに伴 って政党の組
織化が進み,党 員数が増加することによって政党組織の規模拡大が行われた。





るということは間違いなさそ うである。現在において もなお,政 党は国民と
政治 とを結びつける架け橋の役割を果たし続けているといってよい。
ところが,先 進諸国において,い わゆる 「豊かな社会」や 「脱工業社会」
がっとに指摘されるようになった1960年 代以降,先 進諸国のなかのい くつ
かの国では有権者の政党離れが注 目され,政 治研究者から政党一有権者関係
の希薄化の トレンドが指摘されるようになる。当初は各国固有のイッシュー
の存在(例 えばアメリカにおける人種問題やベ トナム戦争)と いった政治状
況が有権者の脱政党を発生させたとする説明がなされることが多 く,一 国を





CrewandDenver.1985)。この よ うな研 究動 向 には,生 活水準 の向上や脱
工業社会な ど先進諸国 で共通 にみ られ る社会変動が脱政党現象の直接 ・間接
の原因で はな いか という視座 が潜 んでいた ことを意味す る。
さらに2000年 代 に入 ると,比 較政治学 の見地 か ら20世 紀後半 とい う長期
的な時系列 スパ ンか ら,先 進民主主義諸 国にお ける 「政党一有権者」関係 の
変容 につ いて考察 を加え る共 同研究 の業績 が相次いで発表 され るようにな っ
てい る(LutherandMiiller-Rommel.2002;DaltonandWattenberg.2000;
Webb,Farrell,andHolliday.2002;Mair,MUIlerandPlasser.2004;
Thomassen.2005)。 このよ うな研究 動向 は,先 進諸国 での 「政党一有権者」
関係 の希薄化が比較政治学 の見地 か ら重要 な研究 テーマ に浮上 してい ること
を意 味す る。 その背後 には,有 権者 の政党離 れが政党 システ ムの不安定化 を
帰結 し,さ らに代表民主制 の機能低下 とい う,政 治権 力の所在の移行 を伴 う
現代 デモ クラシーの質的変化を もた らしかねない とい う問題意識が潜んで い
るとい ってよい。
本 稿で は先進民 主主義諸 国に焦点 を当て,「 政党一有権者 」 関係 の動 向 に
ついて時系列的な視座か らの主 と してクロス ・ナ シ ョナルな研究の レビュー
を行 い,か つ若干 の分析を施す ことによ って 「政 党一 有権者」関係の希薄化
の実 態 と要因 につ いて論 じる。
1.政 党帰属意識モデル
20世 紀前半 にプライスが 「政党は混沌たる投票者群の中に秩序をもた ら
す」(プ ライス,1929:145)と 述べたように,議 会制民主主義における政党




予測 し,加 えてキ ャンペーン効果の研究 を実証研究の視点のひ とつに据 えた,
ラザ ースフ ェル ドやベ レル ソンらのいわゆ るコロ ンビア ・グループによ って
1940年 台 に実施 された初期の アメ リカの投票行動研究では,選 挙 キ ャンペー
ン前 か ら投票政党 がほぼ固定 化 してい る 「固定層」 の多 さが注 目された。 こ
の事 実 はプライスの言 うような投 票者 群の 中にある秩序が存在 している こと
を明 らか に した ともいえ よう(Lazarsfeld,BerelsonandGaudet.1948)。
その後,社 会心理学 的 ・態 度論 的ア プロー チか らアメ リカ人 の投票行動 の
解 明を こころみたキ ャンベルや コンヴァー ス らか ら構成 され る,い わゆる ミ
シガ ン ・グループの投票 行動研究 では,有 権者の投票行動 に対す る決定 因の
ひ とつ に政 党帰属意 識 という態度概 念を設定 して1950年 代 の米 大統 領選挙
にお けるアメ リカ人 の投票行動 を実証 的に分析 し,候 補者志 向や争点志 向 と'
い った態度変数 を抑 えて政党 帰属意識 が投票行動 に対す る最重要 の決定 因で
あ るとの結論 に到達 した。 この結論 は また,ア メ リカ人の政治的態度 の レベ
ルにおいて政党が最重要の政治的対象 であることを意味 して いた。 ミシガ ン ・
グル ープは,1960年 に研究の集大 成で あ る 『アメ リカの投票者 』 を著 し,
政党 帰属意識 を中心概念 とす る投票行動 モデル を提示 した。 この モデル は ミ
シガ ン ・モ デル や政党 帰属意識 モデルな どと呼 ばれ,ア メ リカ投票行動理論
のオー ソ ドキシーの地位 を獲得 した。
政党帰属意識 とは,特 定の政党 に対 す る長期的,情 緒的,心 理 的な帰属意
識 を表す概念で あ り,政 党その ものが準拠 集団 とな りうる。 ミシガ シ方式 に
よる ワー デ ィングは次 の とお りであ る。 まず,「 慨 していえ ば(Generally
speaking),あ な たは通常,自 分 を共和党員(Republican),民 主党 員(Demo-
crat),無 党派(lndependent),そ の他の何れ に該 当す ると思われ ますか」
と質問 し,共 和党 か民主 党ヵ》とい う党派心の方 向を尋ね る。次 に,先 の質 問
に対 して共和党員 ない しは民主党員 と回答 した者 に対 しては,帰 属意識 の強
弱を質 問 し,強 い帰属意識 の保有者(strongidentifier)と 弱い帰属意識 の
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保有者(weakidentifier)と に分類される。また,最 初の質問に対 して無





















者が多 ければ多いほど急激な選挙変動が生 じにぐくな り,結 果として新党結`
成や政党の分裂が発生 しても有権者がすぐに新党支持者 に移行する可能性は
少な くなる。それゆえ,政 党システムに激変が生 じる可能性も低 くなるとい
う解釈である。ここで言及 し.た4つ の機能のうち,① から③ までの機能は個
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人 レベ ルで の機 能で あ るの に対 して,④ は集合 レベル(aggregatelevel)
の機能 といえ る(Campbell,Converse,MillerandStokes.1960;Abramson.
1983)。
キ ャンベル らは,政 党帰属意識 の発達的特性 に関 しては次 のよ うに論 じた。
政党 帰属 意識 は,未 成年期 における両親 の影響 を主要 な源泉 と して形成 され
る。そ して,い ったん形成された政党帰属意識は本人 の文字通 りアイデ ンテ ィ
テ ィの一 部 とな り,そ の後変化 しが た く,生 涯 にわた って持続す る傾向 にあ
る。 すなわ ち,政 党帰属意識 の獲得 に関 してキ ャンベル らは初期政治的社会
化 プ ロセスを重視 したのである。 また,政 党帰属意識 の強度は,成 人後 に投
票経験 を蓄積 す るに したが って強化 され る(ラ イフ ・サ イクル ・モデル)。
したが って,年 齢が上昇す るほどよ り強 い党派心 の保 有者 にな る傾 向が認 め
られ る。政党 帰属意識 の性格 につ いて ミラー とシ ャンクスは,「 新 しい アメ
リカの投 票者 』のなか で,政 党へゐ心理的 な加入 は宗 教への加 入 と類似 した
ものであ ると述べて いる。 これ らは家庭 における規範 への学習過程 で形 成 さ
れる とい う点 で共通 してお り,ア メ リカ人 は"IamaDemocrat.""Weare
Republican."と い う表現で 自分の政党 帰属意識 を述 べ,自 分 が政党 にアイ
デ ンティファイ してい ることを表現す るが,そ れ は"IamRomanCatholic."
"WeareJew."と い う自分の宗教的 アイデ ンテ ィテ ィの表現 の仕方 と類 似 し
ている(MillerandShanks.1996:120)。したが って,ア メ リカ人 に とって
政党 は主要 な心理 的同一化の対象の ひとつ なので ある。
ミシガ ン ・モデルで主張 され た政党帰属意識の機能 の うち,④ の選挙 及 び
政党 シス テムの安 定化機能 に関 して は,『 アメ リカの投票者』 が 出版 され る
と間 もな く,欧 米の比較研究が行われ ることになる。 ミシガ ン ・グルー プの
一員 であ るコ ンヴ ァー スはデ ュポー との共 同研究 で,安 定 した2大 政党 制国 用
家 のアメ リカ と不安定 な多党制国家 であるフラ ンスの比較研究 を こころみ,
アメ リカでは党派心の親子間伝達の レベルが高 く,有 権者 の政 党帰属意 識保
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有率が高いがゆえに安定 した2大 政党システムが維持されているのに対 して,
フランスでは党派心の親子間伝達度が低 く,有 権者全体の政党帰属意識が弱









安定性 とそれが低い水準 にあるフランスの持続的不安定性 との関連性を論 じ
た(DennisandMcCrone.1970)。このように,政 党帰属意識の形成 プロ
セスが,そ の国の政党システムの安定性に大きく影響するという認識にもと
つ くクロス ・ナショナルな研究が行われたのも,そ の背後に ミシガ ン・モデ
ルの影響が存在 したといえる。
アメリカで構築 された ミシガン・モデル(政 党帰属意識モデル)は,そ の
後ヨーロッパの投票行動研究にも少なか らぬ影響を与えた。その最たる研究
は,1960年 代 にバ トラー とス トークスによって行われたイギ リスの投票行




点か ら論 じられてきた(Puzler.1967:98)。 しかし,バ トラーとス トークス




期社会化機能 を重視 した。 したが って,彼 らの理論 は ミシガ ン.・モデルの派
生形態 とみなす ことがで きる(ButlerandStokes.1974)。ただ,イ ギ リス
選挙研究(BES)に お ける政党 帰属意識 に関す るワー デ ィングは ミシガ ン方
式 とは少 し異 な る。 まず,無 党派 に関 して は ミシガ ン方式 で はlndepend-
entと 表現 されてい るのに対 してBESで はno/noneと 表現 されて いる。 ま
た,帰 属意識 の強度 に関 しては ア メ リカで は 「強 い(strong)」 と 「弱 い
(weak)」 の2段 階 に分 類 され るの に対 して,イ ギ リス では,「 ひ じ ょうに
強 い(verystrong)」,「 あ る程度強 い(fairlystrong)」,「 あ ま り強 くない
(notverystrong)」 の3段 階 に区分 され てい る。
また,ダ ル トンは1988年 に出版 され た 『市民政治』 において,米 ・英 ・
西独 ・仏 の4力 国の政 治的態度 と投票行動 を比較 検討 して いる。 その中で政
党帰属意識 に関す る親 か ら子へ の世代 間伝達 度 に関 してはアメ リカ と同様に
イギ リスや西 ドイツで も高 い水準 にあ り,ま た ミシガ ン ・モデルで主張 され
た年齢が上昇 するほ どより強 い党派心 の保有 者 にな る傾向(ラ イ フ ・サイ ク
ル ・モデル)は アメ リカだけでな くイギ リス,西 ドイ ツ,フ ラ ンスの4力 国
すべて で認 め られ る ことを明 らか に した(Dalton.1988:183)。 ダル トンは
また,党 派心保有率 も年齢 の上昇 とともに増 大す る傾 向が4力 国すべてで認
め られ ることか ら,政 党帰属意識 の発達過 程 にお ける後期社会化 の重要 性 も
少な くないこ とも示 唆 した(Dalton.2002:178)。
もっと も ミシガ ン ・モデルやバ トラー とス トー クスのイギ リス選挙研 究に
おいて は初期社会 化を重視 しす ぎてい るので はな いか とい う批判 もしば しば
み られ る。例 えば,ロ ーズ とマ クア リス ター によるイ ギ リス投票行動研 究で
は,政 党帰属 意識 モデルが初期社会 化 を重 視 した ことか ら社会 化理論(so-
cializationtheory)と よび,同 様 に初期社会化 を重視す るバ トラーとス トー
クスの理論 では,投 票 行動論 か らす ると実質的 に成人後 に何 も政治 的学 習を
していない事 と等 し くな るとして批 判 し,成 人後 の政治的社会 化経 験な ど複
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数 の フ ァクターを含 め た生涯 学習 モデル を提 唱 して い る(RoseandMc・
Allister.1986,1990)。 た だ,バ トラー とス トー クスは 『イ ギ リス の政 治変
動』 の中で,親 と同一の政党志 向を抱 き続 けてい るのは,初 期社会 化の影響
力 のみな らず,ほ とん どの イギ リス人 が人生 の後 期において生 まれ た時 と概
ね一貫 した環境にあ ることを表 して いる と述 べてい る。例 えば,保 守党支持
の家庭に生 育 した者は,成 人後 も同 じ保守党支持 の配 偶者 を もち,ま た保守
党支持 の仲 間を持つ傾向があ る結果 として,党 派心が持続 しているのであ り,
児童期 に おけ る初期社 会化 のみ にその原 因を求 めて い るわ けでは なか った
(ButlerandStokes.1974:65-E)。
また,ア メ リカの投票行動研究 に比 して ヨー ロ ッパの選挙研究 における研
究ア プローチ にお いて は社会学 的な視 点がよ り強 い傾向 も指摘で きる。 その
理由 と しては,ヨ ーロ ッパ諸国 の有権者 の多 くに とっては,ア メ リカ人 のよ
うな政党 その ものへの 同一化 とい うよ りも,階 級 や宗教 といった社会集 団へ
の同一化が よ り重要で ある とい う認識 が存在 す るか らで ある(河 田.1988)。
シ ャイ ブ リーが提示 した政 党帰属 意識 の機能 モ デル(functionalmodel)
によると,政 党帰属意識 は政治 に対 す る情報 コス トの削減機能 があ り,政 党
帰属意識 は有権者 が投票のような政治 的意思決定 プロセスにおける近道(シ ョー
トカ ット)機 能を有 し,情 報 コス ト削減機能を もつ とされ る(Shively.1979)。
けれ ど もヨーロ ッパ の投票者 の場合,情 報 コス ト削減機能 としての政党 帰属
意識の必要性 はアメ リカよ りも劣 るとい う議論が ある。 なぜ な ら,政 治 に関
す る情報 コ,ス ト削減機能 は政党 よりも階級や宗教 とい った社会集 団が担 って
お り,有 権者が アイデ ンテ ィファイ して いるそれ ら社会集 団が政党 との強い
繋が りを有 しているか らであ る。 したが って,ア メ リカで は政党帰属意 識を
抱 くことによ って有権者 が政治 との心理的な関わ り意識 を抱 くことにな るの
に対 して,ヨ ーロ ッパ では政 党ではな く社会集団 との同一化 によ って政治 と
の関 わ り意識 もつ ケースが多 くな るとされ る。 その結果,政 党支持 の表明 は
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投票意思 とほ とん ど同義 にな る可能性が ある。
事実,ア メ リカ人 に比 して ヨーロ ッパ では投票政党 の変更 が政党帰属 意識
の変更 に直結 す ることが多い という事実が投票行動研 究者 によ って しば しば
取 り上 げ られて きた。 アメ リカでは政党帰属意識 は投票行動 に最有 力な決定
因で ある ものの,両 者 は相互 に独立 してお り,政 党帰属意識 の安定性 は投票
行動 の安定性 に比 して明確 に高い。 その点で ヨーロ ッパ では政党帰属意 識 と
投票行動 との連動性 が高 く,投 票政 党の変化 に伴 って政党帰属意識 も変 化す
る傾向が認 め られ,政 党帰属意識 の安定 性は投票行動 のそれに比 して高 い と
いう事 実 は見 出せ ない とい うので ある(ButlerandStokes.1974;Thoma・
ssen.1976;CainandFerejohn.1981;LeDuc.1981;Norpeth.1981;Borre.
1984;ConverseandPierce.1986)。例え ば,ア メ リカの1972年 と76年 に
実施 されたパ ネル調査 データ によ ると,政 党帰属意 識 が不 変の者 が93%も
存 在 したのに対 して投票政党 を変 えなか った者 は75%に とどま り,し たが っ
て投票政党を変え て も政党帰属意識 を変 えなか った者 が多数存在 した。 それ
に対 して イギ リスの1970年 と74年 のパ ネル調査 デー タで は,政 党帰属意識
が不変の者 が85%存 在 したの に対 して,投 票行 動で はそれが80%と 拮 抗 し
てお り,ま た西 ドイツの76年 総選挙 に関 わ るパネ ル調 査で は政党帰属 意識
が不 変の者 が91%だ ったのに対 して投 票行動 では84%で あ り,何 れ もアメ
リカ に比 して差 が小 さい とい う事実 が認 め られ る(Dalton.1988:186)。 と
はいえ,ダ ル トンの英米比較 研究 によれ ば英米 の有権者 ともに,政 党帰属意
識 は政 治的諸態度の 中で最 も安定性の高 い態度 である とい う点で共通 して い
るとい う事 実 も示 され ている(Dalton,1988:184)。
なお,政 党帰属意識 を投票 行動の決定因 に据 えるにあた っては,次 の前提
が必要 とな る。 それ は,態 度 次元の政党帰属意識 は行動次元 の投票 とは あ く
まで独立性 を有 して いることであ る。 ミシガ ン ・モデルはアメ リカ大統 領選
挙 における投票 行動を説明す る理 論 と して構築 され たが,大 統領選 挙その も
709(458)
先進民主主義諸国における 「政党一有権者」関係の変容
の は大統 領 という 「人 物」 を最終 的 に選択す る選挙で ある。 「人 物」 を選択
す る選挙 では,政 党帰属意識 が投票行動 と独立性 を保 ちやす い。 それに対 し
て大陸 ヨーロ ッパ諸 国のなかの多 くで採用 されて いる拘束名簿式比例代表制
(closedlistsystem)の もとで は,有 権者 は候 補者個人で はな く政党 に投票
す るため,候 補者志 向(CandidateOrientation)が投 票行動 を規定す る余
地 は少 ない。 また,前 述 のように ヨーロ ッパでは政党帰属意識 と投票行動 と
の連動性が高 く,投 票政党 の変化 に伴 って政党 帰属意識 も変化す る傾向が認
め られ,し たが って政党帰属意識 によ って投票 行動を説明す ることが同義反
復(ト ー トロジー)に 近 くな る恐 れが大 き くな る。 つ まり 「社民党支持 だか
ら社民党 に投票 した」 という結論 は統計 的な説 明力は高 くて も,実 質的 には
何 も説 明 したことにはな らな いともいえるのであ る。 しか しなが ら,ベ ル グ
ラン トらによる欧州6力 国(デ ンマーク,ド イツ,オ ランダ,ノ ル ウェー,
ス ウェーデ ン,イ ギ リス)の 時系列分析 によれば,政 党帰属 意識は投票 との
独立性 を高め る傾向 にあ り,投 票行動 の分析装置 としての政 党帰属意識 は,
よ り強力 にな って い ると主張 す る(Berglund,Holumberg,Schmittand
Thomassen.2005)。
とはいえ,既 に述 べたよ うにアメ リカで構築 された政党帰属意識モデルは,
イギ リスでのバ トラー とス トー クスの選挙研究 を始 め として ヨー ロ ッパの投
票行動 研究 にも影響 を与えた。 また 日本の投票行動研究 において も政 党支持
態度 を 中心 に据 え る研究が展 開 され た(三 宅,1987)。 政党 帰属意識概念 の
ヨー ロ ッパ におけ る適用 に関 しては,『 選挙 と有 権者』 にお いて各 国の選 挙
研究 を レヴ ュー したハ ロップと ミラーが 「ヨーロ ッパ の選挙民 は政党 帰属意
識 とい うことばには馴染 みがないが,そ の概念 や精神 には馴染 んでいる」 と
述べてお り(HarropandMiller.1987:139),また アメ リカと同様に ヨー ロッ
パ の投 票行 動研 究 において も党派心 を政党 帰属 意識(PartyIdentification)
と表現 する ことが多 い。 加えて,欧 州で は階級 や宗教 とい った伝統 的な社 会
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的 ク リー ヴィ ッジが投票行動 との連結性 において衰退 傾向が表れてお り,こ
の傾 向は政 党帰属意識 の機能的重要性 を増大 させ る潜在 的可 能性を秘めて い
る(Oskarson.2005)。
しか しなが ら,後 に論及するように階級のような伝統的な社会的ク リーヴィッ
ジ(socialcleavage)の 衰退 傾向 に ほぼ併行 して政党帰属 意識 の衰退傾 向
も認 め られ る。 ドガ ンは選 挙 ク リー ヴィ ッジ(electoralcleavage)と い う
用語 を用 い,西 欧諸 国の選挙 ク リー ヴ ィッジとして,階 級,宗 教,政 党の3
つを挙 げ,政 党帰 属意 識を階級 帰属 意識や宗教帰属意識 と並列 的に扱 ってい
る。そ して,西 欧諸 国では これ ら3つ の帰属意識 が何 れ も衰退傾 向にあ り,
その結果,投 票行動 の個人化(individualizationofvoting)が進行 してい
ると論 じてい る(Dogan.2001)。 ミシガ ン ・グル ー プが提 唱 した政 党帰属
意 識モデル は態度論 的アプ ローチの産物であ り,い わ ば個人主義的 アプ ロー
チに よる投票行動理論 として捉 え られ ることが多 い。 けれ ど も,ド ガ ンの観
点のよ うに政党 自体 も1つ のク リー ヴィ ッジと認識すれば,政 党帰属意識 モ
デルは社会学的 アプ ローチによ る投票行 動理 論 と同様 に集団主義的 モデ ル と











まず,政 治 的態度 レベル における トレン ド,す なわ ち党派心 の長期的傾 向
について検討 す る。党派心 の衰退傾 向に関 しては,政 党帰属意識 をキー概念
とする投 票行 動モデルがオー ソ ドキ シーの位置 を獲得 したアメ リカで,詳 密
な研 究が行われて きた。.ナ イ,ヴ ァーバ,お よびペ トロシ ックは 『変化す る
アメ リカの投 票者』 のなかで,1960年 代 にお けるア メ リカ人 の政党忠 誠心
の低下 が存在 し,よ り詳細 に検討す る と若年層 の中 に親 の党派心 を継承せず
に,無 党派 にな ってい る者 が増大 して いることを指摘 した(Nie,Verbaand
Petrocik.1976)。 ま た,ワ ッテ ンバ ーグは 『アメ リカ におけ る政党 の衰退 』
の中で,2大 政党 のいず れに対 して もpositiveあ るいはnegativeな 態度 を
もたない政党中立的投票者の増大 を指摘 し,背 景 にマス ・メデ ィアの政治報
道 の中立化 があ る;と を指摘 した(Wattenberg.1994)。
ヘイ グとハ ロ ップは先進 各国 におけ る党派心保 有率 に関 して1970年 代 と
90年 代 とを比較 し,「 低下 率10ポ イ ン ト以上」 「低下率1-10%」 「低下 な し」
に分類 し,以 下の とお りにな った。
①10ポ イ ン ト以上 低下 した国:オ ース トリア,カ ナ ダ,フ ラ ンス,ド
イツ,ア イル ラ ン ド,イ タ リア,ス ウ ェーデ ン,ス イス,ア メ リカ
②1-1Cポ イ ン ト低 下 した国:オ ース トラ リア,フ ィンラ ン ド,オ ラ ン
ダ,日 本,ニ ュー ジーラ ン ド,ノ ルウ ェー,イ ギ リス
③ 低下 しなか った国:デ ンマーク,ベ ルギー
このよ うに,こ こで取 り上 げ られた17力 国の 中で政党 帰属意識 の保有率
の低下 傾向 が認 め られ た国は15力 国にのぼ る。 そ して,ア メ リカ,ド イ ツ
な ど8力 国 では10ポ イ ン ト以上 の低 下が認 め られ る。 この よ うに大半 の先









オ ー ス トラ リア 一 .179 一 .593 1967-98
オ ー ス トリア 一1.120 一 .68E 1969-99
ベ ル ギ ー .039 一 .286 1975-96
イ ギ リス 一 .189 一 .929 1964-97
カナダ 一 .386 一 .150 1965-97
デ ンマー ク .001 一 .207 1971-98
フ ィ ン ラ ン ド 一 .293 一147 1975-91
一
フ フ ンス 一 .670 一316 1975-96
ドイ ツ 一 .57f 一 .573 1972-98
ア イ ス ラ ン ド 一 .750 一 .350 1983-95
ア イ ル ラ ン ド 一1.700 一 .807 1978-96
イ タ リア 一1.300 一968 1978-9i
ルクセンブルク 一 .580 一 .386 1975-96
日 本 一 .386 1962-95
オランダ 一 .329 一 .124 1971-98
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 一 .476 一 .750 1975-93
ノル ウ ェ ー 一.220 一280 1965-93
ス ウ ェ ー デ ン 一.733 一 .543 1968-98
ア メ リカ 一 .366 一 .19( 1952-96
出 所:Dqlton,(2000):p.25,Table2.1
表1に はダル トンによる先進諸国 の政党帰属意識 の長期 的 トレン ドに関す
る回 帰分析 の結果 を示す。表1で は党派心の保有率 のみな らず政党に対す る
忠誠心 の強 い,強 い党 派心(strongidentifier)の 保 有者比率 の トレン ドも
示す 。 ここに示 すb値(回 帰係数).は1年 単位 にお ける党派心 の増大 あ る
いは低下率 の値 を示す。 例 えば,ア メ リカは党派 心保有 率 に関 して 一.366
とい う値 にな ってい るが,こ の数値が意味す るの は1952年 か ら1996年 まで
のデ ータの トレン ドは政党帰属意識 を有す る有権者の比率 が1年 間でマイナ





ベルギーとデ ンマーク以外のすべての国で δ値が負の値を示 してお り,多
数の国で党派心保有率が長期的に低下傾向にあることが示されている。とり
わけ,ア イルランド,オ ース トリア,イ タリアでは負の値が高 く,回 帰係数
にしたがえば党派心保有率は10年 間で10ポ イント以上減少するペースにあ
ることがわかる。
強い党派心保有者の比率に関 しては,デ ータの存在 しない日本(日 本のデー
タとして用いられたのは読売新聞社の世論調査データ)を 除 くすべての国で
係数が負の値を示している。党派心保有率に関しては減少傾向のみ られなかっ
たベルギーとデンマークにおいて も強い党派心の保有率は低下 してお り,強
い党派心の持ち主の比率の減少傾向がここで分析の対象 となった全ての先進
諸国に認められる。 これらの分析結果は長期的にみて,先 進諸国では有権者




また,表1に よればイギ リスでは党派心保有率は年0.189%の 減少傾向に
あることが示されてお り,し たが って10年 間でも2ポ イン ト弱の緩やかな
低下傾向にすぎない。 けれども,強 い党派心を抱 く有権者比率に関しては,
係数の値が高 く(一.929),年 率1%弱,す なわち10年 間で10ポ イン ト近
い低下傾向が認められる。イギ リス選挙研究(BES)に よる選挙後調査の時
系列データによると,無 党派層の比率は1964年 時点では5ポ イ ントにすぎ
なか ったのが,2001年 にはそれが16fイ ントとな り,'37年 間で11ポ イ ン
ト上昇 している。それに対 して,「 ひじょうに強い」政党帰属意識を持つ者
の比率は,1964年 には45%と 全有権者の半数近 く存在 したのが,2001年 総
(463)75
政経論叢i第75巻 第5・6号
選挙 時 には13ポ イ ン トにまで減少 してお り,同 じ37年 間 で32ポ イ ン トも
減少 してい るのであ る(Clark,Senders,Stewart,andWhitely.2004:41)。
イギ リスにおけ る政党帰属意 識の衰退傾向 は他 国 と比較 して高い水準にあ る
と されて いた階級投票 の衰退傾 向 とほぼ併行 してお り,階 級脱編 成(class
dealignment)と 併行 している(Dalton.2002:152)。
その他,個 人 レベルでの政 党帰属意 識の安定度 が低下 してい るとい うデー
タ も存在す る。 ダル ト・ン,マ クア リス ター,お よびワ ッテ ンバーグはア メ リ
カ,イ ギ リス,カ ナダ,ド イツの4力 国 のパ ネル調査 データか ら,こ れ ら4
力国の いず れにおいて も時間を経 て党 派心を変更す る者 の比率 が増加 す る傾
向が認 め られる ことを示 した。例 えば,イ ギ リスで は1964年 と66年 の総 選
挙の間 に帰属意識 を抱 く政党 を変 えた者 は18パ ーセ ン トにす ぎなか ったの
に対 して,1992年 と1997年 の間 ではそれが31パ ーセ ン トに増大 して いる。
彼 らは さ らに1回 の選挙 で複数 の政党 に票を分散 させ る分割投票者 の比率 に
関 して アメ リカ,ス ウェーデ ン,ド イ ツの3力 国の トレン ドを検討 した とこ
ろ,い ず れ の 国 で も分 割投 票 比率 が近 年 増 大 傾 向 に あ る こ とを 示 した
(Dalton,McAllisterandWattenberg.2002)。このよ うに政党帰属 意識保
有率 の低下,強 い帰属意識保有率 の低 下,政 党帰属意識 の安定度 の低下,分
割投票者比率 の増大 と,い ず れの指標 を とって も政党忠誠心 の衰退傾 向が認
め られ るので ある。
政党帰属意識 の衰退要 因と しては,政 治 的 ・社会 的視点か ら政治 的信頼感
の衰退,階 級帰属意識 な ど社会集 団に対す るアイデ ンティテ ィの衰退,社 会
的 ク リー ヴ ィッジと政治 との連結性 の衰退 な どが指摘 されて いる。 なかで も
社 会的 ク リーヴ ィッジと政治 との連結性 の衰 退傾向 を表す階級投票 の衰退傾
向は先進諸国の多 くでほぼ共通 した現 象であ ることが繰 り返 し指摘 されてい
る(Dalton.2002;Oskarson.2005)。また,態 度論 的視座 か らは情報社会 の





また,同 じ2大 政党国家に分類されるアメ リカとイギリスとを比較すると,
近年のアメリカでは有権者中に占ある無党派層の比率は3割 を超えているの




実質的に共和党 と民主党以外の選択肢がな く,2大 政党の何れにも不満感を
抱 く者は事実上インデペ ンデ ント(無 党派)に なるしかないのに対 して,イ
ギ リスでは2大 政党の何れにも不満感を抱 く者にとっては,有 力第3党 の 自
民党(か つての自由党)や 地域政党(ス コットラン ド国民党など)な ど多様
な選択肢がある。イギ リス選挙研究データによれば,保 守 ・労働の2大 政党
のいずれかを支持す る者の比率 は1964年 には81ポ イン トであ ったのが
2005年 には63ポ イントへと2割 近 く低下 してお り,ア メ リカと同様に2大
政党離れの トレンドが認められる(Denver.2007:72)。 けれども,2大 政党














ろまでのアメリカにおける政党の衰退傾向を,有 権者 レベル,選 挙キャンペー
ンレベル,連 邦議会 レベルの各 レベルで考察を加えたクロッティは,投 票率









ダル トンとグレイが述べているように,先 進諸国では,選 挙市場の拡大傾
向が認あられる。その内容としては,有 権者総数の増大,レ ファレンダムの
増大,選 挙が行われ る頻度の増大,日 本における小選挙区比例代表並立制の
ような2票 制を採用す る混合型選挙制度国家の増大などがある。メアが欧州
14力 国について1960年 代前半 と1987年 ～91年 の有権者数を比較 したとこ
ろ,す べての国で有権者数は増大 しており,う ち10力 国では30ポ イント以
上の増加率を示 していた(Mair.1997:84)。 また,有 権者比率に関 しては,
OECDl7力 国(女 性参政権の導入が遅れたスイスを除く)で の全国民に占






また同17力 国 におけ る1年 間の国政選挙数 に関 して は,1960年 代前半 に
は平 均2.8回 であ ったのが1990年 代 後半 に は3.9回 に増大 してお り,選 挙 が
実 施 さ れ る頻 度 は増 大 傾 向 に あ る と い う事 実 も明 らか に な って い る
(DaltonandGray.2003)。とい うことは,1回 の選 挙 におけ る一票 の相対
的価 値の低下 を帰結 していると も解釈 できる。加 えて,先 進諸国で は レフ ァ
レンダムのよ うな直接民主制 的な非政 党選 挙(non-partyelection)が増大
する傾 向にあることも指摘 されてい る(Scarrow.2003)。 このような傾向は,
議会 の機能低 下,す なわ ち代表民主制 の機能低下 が発生 し,政 策決定 プロセ
スにおけ る行 政権 力の強化 と世論の影響力 の増大 が進 行 してい ると捉え るこ
とも可能 であ る。
これ らの長 期的 トレン ドを背景 と して,代 表選 出の機会 であ る選 挙の投票
率 は長期 的に低下傾 向 にあ る国が多 いという事実 が確認 されてい る。図1に
は レー ンとエル ソンに よって算 出された5年 間 を1単 位 とした西欧諸国の平
均投票率 の推移 を示 す。概 して西欧諸国の投票率 の水準 はアメ リカや 日本 に
比 して高 く,ま た選挙 ごとの投票率の変化 は小 さいとされて きた。けれ ども,
図1に 示す よ うに,1970年 代以 降,西 欧諸国 の投票率 の低下傾 向が認 め ら
れ る。
ヘ イ グと八 口 ップは1950年 代か ら1990年 代 にかけて の民主主義 国家17
力国 の投 票率 の動 向を整理 した。'彼 らは1950年 代 の最初 の2回 の選挙 の投
票率 の平均 と2000年 よ り前 の時期 に実施 され た最終2回 の選挙 の投票率 の
平均 を算 出 し,そ の差 に もとづいて,① 投票率 が10ポ イ ン ト以上 低下 した
国,②1～10ポ イ ン ト低下 した国,③ 低下 な し,の3つ に分類 し,各 々に該
当す る国 は以下 の通 りとな った。
①10ポ イ ン ト以上低下 した国:オ ース トリア,フ ランス,日 本,ニ ュー
ジー ラ ン ド,ス イス,イ ギ リス,ア メ リカ,ノ ル ウェー













図1西 欧 諸 国 の 平 均 投 票 率:1950-1997
ンラン ド,ド イツ,ア イルラ ン ド,オ ランダ
③ 低下 しな か った国:デ ンマー ク,ス ウェーデ ン
この ように,こ こで取 り上 げ られて いる17力 国 の うち投票率 の低下傾 向
が認 め られ ないのはデ ンマー クとス ウェーデ ンの2力 国のみで あ り,日 本 や
アメ リカを含め8力 国 において は10ポ イ ン ト以上 の大 幅な低下 が認 め られ
る(HagueandHarrop.2004:159)。
政党 帰属 意識 モデルに従えば,全 体 と しての有権者の党派心 レベルの衰退
は投票 参加意欲 の衰退 につなが り,結 果 と して投票率の低下 に結 びつ くと解
釈 で きる。例え ば,エ イ ブラム ソンは,ア メ リカにおける投票率低下 の一 因
と して有権者 の党派心 の低下 が存在す る ことを主張す る(Abramson.1983:
chl6)。 また,日 本 に関する筆者 の分析 によれば,日 本 の国政選挙直前 にお
ける無党派層 の比率 と投票率 が負の相関関係 にあ り,無 党派層比率 が高 くな
ればなるほど投票率が低下するという負の相 関関係が認 められる(井 田.2002)。
ここで確認 された先 進諸国にお ける投票率 の長期的低下傾 向は,ク ロ、ッテ ィ




2-2-2ヴ ォラテ ィリテ ィの増大
既述 のよ うに,ミ シガ ン ・モデルで は集合 レベルにおけ る政 党帰属 意識の
機能 として選挙 お よび政党 システムの安定化機能 が主張 されたが,こ の理論
が妥 当であ るとす るな らば,集 合 レベ ルでの政党帰属意識 の衰退 傾向 は選挙
結果 の流動 性の増大や政党 システムの不安定化 を帰結す る ことにな る。有権
者 の脱政党現 象 は,ま ず,ア メ リカとイギ リス とい う2大 政 党国家で注 目を
集 める。 これは長期 にわ たって安定 した2大 政党制 を維持 して きた基盤 に有
権 者 の安 定 的 な党派 心 が存 在 したか らで あ る。 有権 者 の2大 政 党 離 れ は
1960年 代 には まず ア メ リカで注 目 され,次 いで イギ リスにおいて も注 目を
されることとな った(Nie,VerbaandPetrocik.1976;CrewandAlt.1977)。
そ して,ア メ リカ人 の2大 政党離 れ は大統領選挙 にお いては1968年 大統領
選 での ウ ォー レス候補 や1992年 のペ ロー候補 の善戦 とい う第3党 候 補への
支 持 とい うかた ちで表 出 した。 また世論調査 において もア メ リカ人 のなかで
大統領 や議 会な どに候補者 を擁立 する本格 的第3党 の形 成を望む声 も少 な く
ない とい う調査結果 もある(井 田.1995)。 ただ し1連 邦議会 レベル では第3
党 の議 会進 出はみ られず,州 知事選 においては2大 政党以外の当選者が若干
存 在 した もの の,予 備 選挙 制度(primaryelection)や投 票用 紙へ の記載
(ballotaccess)と い った一連 の選挙過程 にお いて2大 政党 が有 利な条件 に
あ ることもあって,共 和 ・民主 か ら構 成 され る米国の2大 政党制 は磐石 であ
りつ づ けてい る(Bowler,DonovanandHeerde.2005)。それ に対 して イ
ギ リスでは70年 代以降 の総選 挙で第3党 自由党(現 在 は自民党)の 躍進 が
発生 し,得 票率 や議席率 に占め る2大 政党の シェアが低下 して い くとい う異
な った現象 となって表 出 してい る(井 田.1987)。




注目を集めるようになる。 ダル トンやフラナガンらは1984年 に 『先進民主
主義諸国における選挙変動』を著 し,先 進民主主義諸国における 「政党一有
権者」関係の変化を 「脱編成(dealignment)」 「再編成(realignment)」
「安定化」の3つ のパターンに分類 した。脱編成とは 「政党一有権者」関係
が希薄化 していることを表 し,無 党派層の増大が最 も典型的な指標となる。
それに対 して 「再編成」とは政党支持基盤に大きな変動が発生することとを
表 し,そ の結果として政党支持率分布 にも大きな変化が発生する場合が多い。





ダル トンらは,脱 編成が生 じている国としてアメリカ,日 本の他に欧州諸
国でオランダ,イ ギ リス,ス ペインおよびスカンジナビア諸国を挙げ,再 編
が生 じている国として西 ドイツ,イ タリアを挙げ,そ して安定化が生 じてい
る国にフランスとカナダを挙げた(Dalton,FlanaganandBeck.1984)。
この うち,既 に取 り上 げたコンヴァースとデュポーによる米仏比較研究で用
いられた1958年 データにおいては,フ ランス人のうち政党に帰属意識を有
する者の比率はアメリカ人のそれを約30ポ イントも下回る45ポ イント程度
にすぎず,コ ンヴァースらは,フ ランス人の低水準の党派心が戦後 フランス
における不安定な政党 システムの要因であると論 じた。.けれども,ル イスペ ッ
クは1968年 には政党帰属意識を有するフランス人の比率は76ポ イントにま
で上昇 したという世論調査結果を提示し,50年 代末から60年 代末までの10
年間でフランス人の党派心が急速に発達 したことを指摘 した(Lewis-Beck.
1984)。 このようなフランス人の党派心 レベルの上昇が,第4共 和制のもと
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で不安 定 とい うラベルを貼 られていた フランスの政党 システムの安定化 につ
なが った と推測 され る。 さ らに,コ ンヴ ァース とピエルスに よれば,フ ラ ン
ス人 におけ る親 の政党支持の認知度 も1958年 調査で は25-6ポ イ ン トと低率
だ ったのが,1967年 には約40ポ イ ン トに上昇 し,政 党帰属意識 の形 成 に関
わ る家庭 での社会化機 能 が強化 され た とい うデー タを提 示 して い る(Con-
verseandPierce.1986:103)。
また,ク リュウ とデ ンバ ー は,『 西 洋民主 主義 諸 国 にお ける選 挙変 動』
(1985年)に おいて,選 挙 にお け るヴ ォラティ リテ ィ(volatility)を 指 標
と して欧米先進諸 国にお ける選 挙変動 に考察 を加 えた(CrewandDenver.
1985)。 ヴ ォラテ ィ リテ ィとは,政 党 得票率や議席 率の選挙 間の変動率(変
易性)を 表 し,い わば選挙結 果の安定度の指標で ある。 また,ミ シガ ン ・モ
デルで指摘 され た政党帰属意識 の政党 システム安定化機能 によれば,有 権者
の政党帰属意識 の水準 の高低 が選 挙の安定度を規定す るとされてお り,し た
が って,ヴ ォラティ リテ ィの水準 はその国の有権者の党派心 の水準 が表 れる
とい うこと も可能で ある。 ゆえにアグ リゲー ト・レベルでの有権者 の党派心
の水準 を示す一 つの指標 にな りうる。 ヴォラテ ィ リティが大 きいほど選挙変
動 が大 きい とい う意味 にな り,そ れは同時に有 権者 の党派心が弱 い レベル に
あ るこ とを表す(Pedersen.1979)。 したが って,時 系列的 に ヴ ォラテ ィ リ
テ ィが増大 傾向 にあれば,有 権者 の党派心 が衰退傾 向にあ ることを推測 させ
る。 同書 の 「結論」 の章 を担 当 したデ ンバ ーは,全 般 的 に政 党脱編成が生 じ
ている国 としてベルギー,オ ラ ンダ,デ ンマー ク,イ ギ リスの4力 国 を,少
な くとも部分 的には脱編 成が発生 している国 としてオース トリア,イ タ リア
を挙 げた。 そ して脱編成 が発生 して いない国と して西 ドイツ,ア イル ラ ン ド
を挙 げている(Denver.1985)。
その後の1990年 代 を含 めた得票率 お よび議席 率の ヴ ォラテ ィ リテ ィの長


















図2西 欧 諸 国 の ヴ ォラ テ ィ リテ ィ平 均 の 推 移






オ ー ス ト リァ .42] .866 8.1 比例
ベ ル ギ ー .267 .514 10.2 比例
デ ンマ ー ク .810 一1.520 5.3 比例
フ ィ ン ラ ン ド .719 .623 5.2 比例
フ ラ ン ス 一 .702 1,403 58.8 小絶
ドイ ツ 一1.377 .260 82.1 混合
ギ リ シ ャ 一6.830 10.7 比例
ア イ ル ラ ン ド .328 1,711 3.6 比例
イ タ リア .967 2,994 56.8 混合
オランダ L370 L370 15.7 比例
ノル ウ ェー 1.44 .Ol1 4.4 比例
ス ウ ェ ーデ ン .848 1,270 8.9 比例
スイ ス .609 .163 7.3 比例
イ ギ リス .448 一 .149 59.0 小相
出所:LaneandErsson(1999);128に記載 のデー タか ら回帰係 数を算 出。 選
挙制度 と人 口はFarrd(2001):8-9よ り。人 口の単 位は百万人。選 挙制度
の小相 は小選挙 区相対多数制,小 絶 は小選 挙区絶対多数制。 なお,イ タ リ
アの選挙制度 は現在,比 例代表制 に移行 している。
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テ ィ リテ ィの各国 データを表2に 示す。 まず,図2で 西欧諸国全体の動 向に
ついて検討す ると,ヴ ォラテ ィリテ ィは得票率 ・議席率 ともに70年 代 以降,
上 昇傾向 にあ ることがわか る。 同データの得 票率 ヴォラテ ィ リティに関 して
5年 を1単 位 と して回帰係数(乙)を 算 出 した ところ,1950年 代前半 か ら90
年 代前半 までの期間 では.507(R2=.612),1960年代後半 か ら90年 代前半
の期間で は.771(1～2=.722)で あ った。 た とえば,1950年 代前半 か ら1990
年 代前半 まで の期 間で は,ヴ ォラテ ィ リテ ィは5年 間でお よそ0.5増 大 し,
1950年 代前半 か ら1990年 代前半 までの間に0.5・8で 約4上 昇す る傾 向にあ
ることを意味す る。 と もか く,西 欧諸 国全体 としては,第 二次大戦直後 の不
安 定期か ら50年 代 か ら60年 代前半 に安定期 に入 り,そ の後再 び不安化 しつ
つあ る傾向が認め られ る。
また,世 論調査 データの時系列 的分析 を通 して,選 挙での投票決定期 の遅
い投票者の比率が増大傾 向にある ことも明 らかにな ってい る。投票決定期 の
早 い有権者は いわ ゆる固定層 と捉 え ることが可能 であ るの に対 して,投 票決
定 時期の遅い有権者 は,時 々の政治状況や選 挙キ ャンペー ンの展開 によ って
投票意図を変更 しやす い浮動層 として捉 え ることが可能で ある。投票決定時
期の遅い有権者数 の増大 は選挙結果 の流動性 を増大 させ る潜在 的可能性 を高
め ることにな る。 ダル トン らが欧米 ・オ セアニ アの12力 国(オ ー ス トラ リ
ア,イ ギ リス,カ ナダ,デ ンマーク,フ ィンラ ンド,ド イ ツ,オ ランダ,ニ ュー
ジー ラン ド,ノ ル ウ ェー,ス ウ ェーデ ン,ス イス,ア メ リカ)を 分析 した と
ころによれば,デ ンマーク以外 のすべての国で投票決定時期 の遅 い有権者 の
比率 が長 期 的 に増 大傾 向 に あ るこ とが明 らか にな って い る(Dalton,Mc-
AllisterandWattenberg,2000:48)。この よ うな投票 決定 時期の遅 い投票
者 の増大が,ア グ リゲー ト・レベルでの ヴォラテ ィリテ ィの増大の要 因とな っ










政党分裂のイ ンセ ンティブを増大させ,政 党の破片化を帰結する可能性が高
まる。そこで次に,西 欧諸国における議会内政党数の推移 と有効政党数の推





δ う δ ∂
オ ー ス トリア .058 .400 .059 .291
ベ ル ギ ー 1,225 .900 .95i 1,030
デ ンマ ー ク .408 一 .150 .229 一 .130
フ ィ ンラ ン ド .317 .200 .094 一 .03f
一
フ フ ンス 一 .075 一500 一 .022 .153
ドイ ツ 一 〇50 .500 一 .024 .309
ギ リシ ャ 一 .200 一 .136
ア イル ラ ン ド .037 .95a .072 .297
イ タ リア .767 2,000 .244 .672
オランダ .375 一 .600 一 〇32 一 .276
ノル ウ ェ ー .200 .050 。140 一 。022
ス ウ ェー デ ン .183 .500 .083 .136
ス イ ス 1,042 1,650 .278 .383
イ ギ リス .325 一400 .133 .07C
平 均 .332 .180 .108 .090
出所:LaneandErsson(1999)1142-3に記載のデー タか ら回帰係数 を算 出。
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表3に は,ヨ ー ロ ッパ の14力 国にお ける議会 内政党数(つ ま り議会 に議
席 を有 す る政党の数)と 議席 有効政党数 について,5年 間を一単位 とし『た長
期 的 トレン ドを回帰係数 で示す(た だ し,1995年 か ら97年 の期間 は3年 間
を一 単位 とした)。1950年 か ら1997年 の スパ ンで検討 す ると,両 時期 とも
にデー タが存在 し,算 出可 能な13か 国中 において,ド イツ とフラ ンスを除
く11力 国で議会 内政党数 が増加傾 向 にあ る(つ ま り,回 帰係 数が正 の値 を
示 してい る)。 また,有 効政党数 に関 して は フラ ンス,ド イツ,オ ラ ンダを
除 く10力 国で回帰係数 が正の値 を示 し,し たが って増大傾 向 にあ る。 よ り
短 い1970年 か ら97年 の スパ ンで検討 す ると,14か 国の うち9力 国で議 会
内政党数 は増 加傾 向 にあ り,有 効政党数 に関 して も9力 国で増大す る傾 向 に
ある。 これ らの結 果か らいえ ることは,ヨ ー ロッパ諸 国に共通 とい うわ けで




う態度 レベル,投 票行動の流動化という行動 レベルにとどまらず,政 党組織
レベルにおいても認め られる。組織 レベルにおける脱政党は党員数 ・党員比
率の減少傾向として表れる。政治的態度 レベルで把握できるコアな支持層は




ヨーロッパ諸国における党員数は,19世 紀か ら20世 紀前半の選挙権 の拡
大 という民主化のプロセスの中で特に社会民主主義政党の党員数を中心に急




明 している。表4は スカローがまとめた先進16力 国の有権者全体 に占める
党員の比率の時系列推移に筆者が加筆 したものである(Scarrow.2000)。 右
端の欄の1970年 代か ら1990年 代への変化に示すように,16力 国のうちこ
の期間中に党員比率が増大 している国は日本のみであ り,他 のすべての国で
党員比率は低下 していることがわかる。1960年 代には党員比率が20ポ イン
トを超える国がオース トリアなど4力 国存在 していたが,1990年 代にはそ
れが皆無になっている。党員比率が増大傾向にある日本は例外的である。 もっ








オ ー ス トラ リア 一3 .72.61.5 } 一2 .2
オ ー ス トリア 26,225,924,217.1 一9 .1 一8 .8
ベ ル ギ ー 9,810,0'9.17.6 一2 .2 一2 .9
デ ンマ ー ク 14.314.07.53.1 一11 .2 一1f .9
フ ィ ン ラ ン ド 19,117,214,410.5 一8 .6 一6 .7
,
フ フ・ン ス 2.21.93.ll.5 一 〇.7 一 〇.9
ドイ ツ 2.73.74.53.2 0.5 一 〇,5
ア イル ラ ン ド 一4 .64.53.4 一 一1 .2
イ タ リア 12,712.87.13.2 一9 .5 一9 .E
日 本 0.71.12.74.2 3.5 3.1
オランダ 9.54.44.12.2 一7 .3 一2 .2
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 20.214.E7.82ユ 一18 .1 一12 .5
ノル ウ ェー 16,012,813.47.9 一8 .1 一4 .9
ス ウ ェ ー デ ン 22,019,623,77ユ 一14 .9 .一12.5
ス イ ス 23.410.49.18.7 一14 .7 一1 .7




ただ有権者全体 の中の党員比率が低下 したか らとい って党 員数 が減少 した
とは限 らない。 とい うの は,既 に述べ たように先進諸 国では有権 者総数が増
大傾 向にあ り,党 員 比率 が減少 したと して も党員数 が増加 す るとい うことは
あ りうるか らであ る。 けれ ど も実際 には党員数 に関 して も,減 少傾 向にある
国が多 い。 ウ ェブが整理 した ところによ ると,欧 米 ・オ セアニア の15か 国
(イ ギ リス,イ タ リア,ド イツ,フ ラ ンス,ベ ル ギー,オ ラ ンダ,ス ウ ェー
デ ン,デ ンマー ク,ノ ル ウ ェー,フ ィンラ ン ド,ア イル ラン ド,ス ペ イ ン,
ア メ リカ,カ ナダ,オ ー ス トラ リア,ニ ュー ジー ラ ン ド)の うち14力 国で
党員 数 は減 少 傾 向 にあ り,増 大傾 向 に あ る の は スペ イ ンの み で あ った
(Webb.2002b)。 例 え ばイギ リスの2大 政党 の党員数 に関 しては,1964年
に労働党員 が83万 人 だ ったのが2001年 に36万 人 に減 少 し,ま た保守党 に
関 しては64年 に党員数215万 人 だ った1のが01年 には35万 人 へ と大 き く減
少 してい る(Webb.2002a)。 また,有 権者 中の党員比率 に関 して は時系列
的 な変化が ほとんどみ られなか った ドイ ツに関 して は,国 内で最多 の党 員数
を抱 える ドイ ツ社会民 主党 の党 員数 が1976年 を ピー クと して減少傾 向にあ
ることが判 明 している(Scarrow.2002:83)。
また,ヨ ー ロッパ 的な党員概念が その まま適用 できないアメ リカの政党 に
関 しては,`み な し党員'と もいえ る政党へ の資金 提供者比率,政 党 の集 会へ
の参加者比率,キ ャンペー ン ・ワーカー比率 の何 れを とって も長期的 に減少
傾 向にあ るというデータが ある。1960年 か ら2000年 まで のアメ リカの政党
の動 向を検討 した グ リー ンによれば,政 党へ の資金 提供者比 率 は1960年 に
11.6%だ ったのが1996年 には6.3%へ 低下 し,さ らに政 党集会 への参加者比
率 は60年 に8.3%存 在 した のが96年 には6.1%へ 減少 し,そ してキ ャンペー
ン ・ワー カーの比率 も60年 の5.7%か ら96年 には2.8%へ と減少 している。
この よ うに,ア メ リカの有権者 に占め る`み な し党員'比 率 は低下 傾向 にあ





それ らは,社 会的クリーヴィッジの弱体化,労 働組合と社会主義政党 との関
係の希薄化,テ レビを使用 した選挙 キ ャンペー ンの時代 における地方政党組
織 の機 能低 下 な どが挙 げ られ る とい う見 解 を提 示 してい る(Hagueand
Harrop.2004:192)。 つま り,階 級 政治 の衰退 と選挙 キ ャンペ ー ンにお ける
メデ ィア戦略の発達 が政党の組織力 を低下 させた とい うことにな る。
3.政 党脱編成の要因
既 に述 べたよ うに,政 党帰属 意識モ デル によれ ば,政 党帰属意識 には個 人
の政治 的関与 を促進す る機能があ るとされ る。 これ を集合 レベルで考 え るな
らば,有 権者全体 レベルでの党派心 の衰退現象 は国民 の政治 的関心 の低下 を
帰結す るこ とにな る。 すでに取 り上 げたよ うに,党 派心 の衰退 と投票率 の低
下は ほぼ併行 して認 め られる。 ところが,意 識 レベルのデータを検討す ると,
政治へ の関心度 は高ま りつつある傾 向にあ るとい うデー タが存在す る。 ダル
トンやマ クア リスター らが欧米 およびオセ アニアの計12力 国(オ ー ス トラ
リア,オ ース トリア,カ ナダ,デ ンマーク,フ ランス,ド イ ツ,イ タ リア,
オ ランダ,ノ ル ウ ェー,ス ウ ェーデ ン,ス イス,ア メ リカ)で の政治 や選挙
キ ャンペ ー ンに対す る有権者の関心度 の時系列推 移を検討 した ところ,ア メ
リカを除 く11力 国で関心度 は上昇傾 向にあ ることが判明 している(Dalton,
McAllisterandWattenberg.2000:57)。つ ま り,投 票率 の低下 や政党帰属
意識 の衰 退 といった傾 向は国民 の政治 的無 関心化 の傾 向を付随 してい るわ け
ではないので ある。
政治 的関心度の上昇 に伴 って脱政党化 している とい うことは,情 報化社会
の発達 が選挙民の脱政党 を帰結 して いるという可能性 を示 唆す る。 そ こで,
90(478)
先進民主主義諸国における「政党一有権者」関係の変容
前述 したシャイブリーの機能モデルの観点か らの検証の必要性が生 じる。同
モデルによると,政 党帰属意識は政治に対する情報コス トの削減機能がある





















ある。アメリカに関 してはペックが1965年 と1973年 に高校生 とその親に対




が多 くなっているという事実を指摘 している。そして 「最近の党派心脱編成
の一因としては,よ り高学歴の若者の中に政治を理解する上での指標 として
政党 ラベルの必要性が低下 したことが挙げ られる」 と述べている(Beck.





ク,ド イツ,オ ランダ,ノ ルウェー,ス ウェーデン,イ ギ リス,の 欧州6力
国を考察の対象 として取 り上 げ,1960年 代以降のデータに関 して相関分析
を行 った。その結果,こ れ ら6力 国の何れにおいて もこの40年 間の期間で








が認められなかった。 したがって,ベ ルグランドらは,こ の分析結果か ら彼
らの予想 に反 して現代化理論 はほ とん ど該 当 しないと結論づ けて いる
(Berglund,Holmberg,SchmittandTholnassen.2005)。ただ,認 知動員
にはメディア構造の変化による影響の可能性 も否定できないため,こ れ らの
結果のみで現代化理論 ・認知動員理論そのものが完全に否定されたわけでは
ない。





ては党員数が多 く,支 持の訴えは社会集団の代表という点にあり,か つイデ
オロギー性が強いという性格をもっていたため,主 要政党間のイデオロギー
的な差異が明確化していた。それに対 して包括政党においては,選 挙での勝






ける政党選択か ら得 られる効用を減少 させ,投 票を行 うことがコス トに見合
わないとする合理的棄権を増大させ る。そこで,ベ ルグラン ドらは,「政党
間で大きな違いがあるという経験をした有権者は強い政党愛着心をもつ傾向
がある」 という分極化仮説(polarizationtheory)の もと,上 記欧州6力
国について検証を行 った。彼 らは6力 国計15回 の選挙に関 して検討 した結
果,有 権者が政党間のイデオロギー差が大きいと認識 しているにつれて政党
帰属意識をもつ者の比率が高い傾向にあることは全体としては妥当す るとし




に伴 う政党の包括政党化といった先進諸国の共通要因に関す る仮説は,十 分
に脱政党現象を説明できていない。このことか ら,各 国特有の要因が作用 し
ている余地が大 きいともいえる。例えば,ア メリカの60年 代における人種











通の トレンドなのか,そ して共通の トレン ドであるとした ら,共 通の要因は
存在するのか,と いう点に焦点を当てて考察を加えてきた。先進諸国の多 く
で認め られる 「政党一有権者」関係に関連する長期的な トレンドを整理する
と,投 票率の低下傾向,選 挙におけるヴォラティリティの増大傾向,政 党の
破片化傾向,党 派心の衰退傾向,有 権者に占める党員比率の低下傾向が認め
られた。 したが って,殆 どの国で 「有権者のなかの政党」は衰退傾向にある
ことが確認されたといえる。ただ,共 通の要因が存在するのか否か という点
に関 しては,現 段階では十分に検証 されたとはいえない。社会的要因として
は,第 二次大戦後の先進諸国でほぼ共通 して認め られる高学歴化を要因とす
るという仮説(現 代化理論)が 存在 し,政 治的要因としては各国の主要政党
間のイデオロギー差の縮小が党派心を弱める要因となったという仮説がある。
これら2つ の仮説は欧州6力 国についてベルグランドらによって検証がここ
ろみられたが,い ずれの仮説 も部分的な説明にはなって も十分に政党脱編成





最後 に有権者 レベルにおける脱政党の政治的帰結 につ いて簡潔 に論 じたい。
まず,典 型 的な大統領制 国家であ るアメ リカで は,政 党 中心 か ら候補者 中
心の選挙 キ ャンペー ンへの変化,及 び投票行動 に及 ぼす政党帰属意識 の規 定
力の低下 とその他 の規定要 因(争 点,業 績評価 など)の 重要性 の増大 とい う
指摘 が投票行動論 の レベルでな されて いる(Nie,VerbaandPetrocik.1976;
Fiorina.1981;Wattenberg.1991)。
他方,ヨ ー ロ ッパ で は議 院 内 閣制 国家 で 「政治 の大 統 領制 化」(presi-
dentializationofpolitics)と いう現 象が指摘 されてお り,・この現象 が有権
者の脱政党 と も関連 があ るので ここで触れて お くこ とにす る。 ポガ ン トキ と
ウ ェブ によれば,政 治の大統 領制化 とは,① 行政 面(exectiveface)で は
内閣 の 中 で の首 相 の権 力 ・自律 性 が 増 大 し政 党 の力 弱 ま る,② 政 党面
(partyface)で は党首 の権 力や 自律 性が増大 し集団 と して政党 の意思決定
力 は 低 下 す る,③ 選 挙 面(electoralface)では 選 挙 過 程 の 個 人 化
(personalization)が 生 じ,首 相 や党首 な ど政党 リーダー中心 の選挙戦 が展
開 され る,と 定義 される。 したが って,大 統領制化 は行政部 リーダーや政党
リー ダーへ の権力 の集 中化現象 とみなす ことがで き,指 導者政治,パ ー ソナ
ル ・ポ リティクスの強化 とも捉 え られ る。大統領制化 を概念化 したポガ ン ト
キや ウェブは,大 統領制化現象 がイギ リスの ブ レア政権,ド イツの シュレー
ダー政権,イ タ リアの クラ クシ政権 やベルル スコーニ政権 な どヨー ロッパ諸
国で認 め られ ると主張す る。 また,彼 らは大統領制化 の要 因 として,政 治 の
国際化,テ レビ時代 におけ る国家 リー ダーの存在感 の増大,階 級政治 のよ う
な伝統的 な社会的 ク リーヴ ィッジ政治の衰退 を挙 げて お り,こ の うち社会 的
ク リーヴ ィッジ政治 の衰退 に関 して は,本 稿で考察 の焦点 と した有権者 の脱
政党現象 を伴 う現象 である(PoguntkeandWebb.2005)。
ポガ ン トキやウ ェブによって構築 された政治 の大統領制化概念 につ いては,




キらの主張 に対 しては批判的に論 じている(待 鳥.2006)。 とはいえ,政 治
の大統領制化現象は,ヨ ーロ ッパ諸国のみならず,2001年 か ら2006年 まで
の小泉政権あるいは現在の安倍政権の性格を考察 して も・わかるように,昨 今
の日本政治においても発現しているという点は看過できない。わが国におけ
る大統領制化の要因を考察すると,主 たる要因として①行政機関の民営化 と
いう新 自由主義的改革を行 う首相の出現(1980年 代の中曽根首相,2000年
代の小泉首相),② 小選挙区制導入や政党助成金制度の導入を含む政治改革,
③内閣機能の強化を意図 した行政改革,④ 有権者 レベルでの無党派層 ・浮動
層の増大,が 挙げられよう。
なかで も選挙制度改革を柱 とする政治改革は,1990年 代に政界 レベルに
おける自民党分裂と政界再編期への突入のきっかけを作 り,加 えて自民党の
派閥政治の衰退を もた らした。そ して政界再編は有権者の認知的不協和を発
生させ,無 党派層の増大を帰結 した(井 田.2002)。 このように,日 本政治
の大統領制化の根本的要因は政治 ・行政の制度変革に求められ,ポ ガントキ
やウェブが指摘する欧州における大統領制現象の要因とは異なる面 も多いと





の衰退が,結 果として行政 リーダーの政治的影響力を強化 し,指 導者政治と
もいえるパーソナル ・ポリティクスの強化を生んでいるという論点は,わ が
国を含め昨今の先進国政治を考察する際に重要な視点を提供 していると考え






































































































井 田 正 道(1987).「 イ ギ リ ス の 選 挙 変 動 に 関 す る 一 考 察 」 『明 治 大 学 社 会 ・人 類 学
会 年 報 』 第1号,人 間 の 科 学 社
(1995).「 ク リ ン ト ン と 世 論 動 向 」,藤 本 一 美 編 『ク リ ン ト ン と ア メ リ カ
の 変 革 』 東 信 堂,所 収
(2002).「1990年 代 に お け る 有 権 者 の 変 質 」 「明 治 大 学 社 会 科 学 研 究 所 紀
要 』 第40巻 第2号

























待 鳥 聡 史(2006).「 大 統 領 的 首 相 の 可 能 性 と 限 界 一 比 較 執 政 制 度 論 か ら の ア プ ロ ー
チ ー 」 『法 学 論 叢 』(京 都 大 学)第158巻 第5・6号
Miller,W.E.andShanks,J.M.(1996).They>ewAmericanVoter(Cambridge,
M.A:HarvardUniversityPress)
三 宅 一 郎(1987).『 政 党 支 持 の 分 析 』 創 文 社























































(eds.),、R)琵 彦∫cαZPartiesin.4dひ αηcαオIndustrial1)θ 〃τocγoc乞θs(Oxford:Ox-
fordUniversityPress)
,Farrell,D.andHolliday,1.(eds.)(2002).PoliticalPartiesinAdvanced
Industrials)θ ηzocπzc2θs(Oxford:OxfordUniversityPress)
102.(490)
